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１．はじめに 

新興国市場は、経済発展の速さや人口規模の大きさゆえに、企業にとって魅力度の高い市

場であり、理論的にも実務的にも多大な注目がなされてきている。 

 新興国には、いわゆる「制度のすき間（institutional void）」が存在しており（Khanna & 

Palupu, 2010）、そうした「制度のすきま」をビジネス上の機会と捉え、先進国の大企業の

みならず、数多くのベンチャー企業や起業家、NPO などが事業展開の場を拡げている。 

ただし、先進国多国籍企業による新興国への参入／事業展開はそれほど容易ではなく、多

国籍企業として新興国事業における独自の取り組みが求められることが、いくつかの研究

で示唆されてきた（eg. Fourné, Jansen & Mom, 2014; 天野・新宅・中川・大木、2015；臼

井、2015）。 

また新興国では、国や地方が抱える社会的課題の解決を目指す社会起業家（social 

entrepreneur）が、新興国独自の社会的課題を克服する活動を行っているが、国際社会起業

家論に関する実証研究の研究蓄積は十分とは言い難い（Zahra, Newey & Li, 2013）。 

本報告は、こうしたリサーチ・ギャップをふまえて、社会課題のひとつである教育領域を

対象に、国際社会起業家論の観点から、企業が新興国教育に関する社会的課題にどのような

アプローチを行っているのかに焦点を当てる。 

 

２．既存研究における本研究の位置づけと本報告の目的 

 近年、企業が事業活動を行うにあたり、事業そのもののなかに、社会的課題への取り組み

を包含することが重視されてきている。企業活動におけるこうした「社会性」については、

学術的にも実践的にも接近がなされつつある（Tan, Williams & Tan, 2005; 谷本、2006； 

Dacin, et al., 2010）。 

 「社会性」とは、自社のベネフィット（収益性）のみを追求せず、リスクを負いながら、

自社以外のステークホルダーや組織主体のベネフィットについても追求することと捉えら

れている（eg. Tan et al., 2005)。ここで、「社会性」と「収益性」をどうバランスをとるのか、

ついては大きな課題の１つであり、当該企業や組織の理念や戦略次第でバランスのとり方
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についてはさまざまな道筋がありうると考えられる。 

また、起業家精神研究に目を転じると、国際的な起業家（精神）、ならびに、社会的な起

業家（精神）に関する既存研究は数多く存在するのに対し、「国際」、「社会」という概念を

同時に探究する起業家（精神）研究はそれほど多くはない（Zahra, et al., 2013）。そこで本

報告は、「国際」、「社会」という双方の観点を取り入れた、国際社会起業家論の視角から、

日本の教育サービス大手Ａ社のミャンマー事業を事例として取り上げ、今後の研究の方向

性や課題について検討することを目的としている。 

 

３．教育関連ビジネスについて 

 ソーシャル・ビジネスで展開される事業領域として、政府・行政の対応を超える分野があ

る。福祉、環境、健康などと共に挙げられるのが、教育領域である（谷本、2006）。 

 新興国における教育についてみると、その経済発展とあいまって、子どもたちの教育に対

する関心は高まっている。ASEAN 諸国では、初等教育への就学率はほぼ 9 割を超えている

ものの、体系的な教育システムや教員養成システム、公立学校の設備といったさまざまな側

面で未充足なことも多く、課題が山積している状況である（井出、2014；田中、2019）。 

しかし、本報告で焦点をあてる教育関連ビジネスの国際化に関する研究蓄積は十分であ

るとは言い難い（例外として、向山（2009）、井上・真木（2010）；井上（2019））。教育関

連ビジネスは、Edtech（エドテック）の勃興という流れから、実務的には大きく注目を浴び

ている領域でもあり、学術的な注目が一層なされてしかるべき領域といえる。 

 

４．事例 

 A 社は、教材・出版を軸に事業を発展させ現在では学習塾、進学塾も含め、さまざまな教

育サービス事業を展開する業界大手企業（グループ）である。同社が海外進出を本格化させ

たのは 2010 年代に入ってからのことであり、現在では 8 ヵ国・地域で学習塾事業を展開し

ている。2013 年、ミャンマーへの進出を発表し、翌 14 年には同国の旧首都で、最大都市の

ヤンゴンに幼児～小学生向けの算数教室を開校した。同国での学習塾事業が急拡大したの

は 2017 年以降であり、FC 方式で算数教室の全国展開をスタートし、2019 年 9 月時点で教

室数は 42、展開する都市は 18 とミャンマーで学習塾最大手である。 

 ミャンマーにおける学校教育の基本スタイルは教師が話したことを生徒たちが復唱する

など、暗記型、詰め込み方式を特徴としていた。また、学校の授業だけでは不十分で、経済

的に可能な家庭の子どもたちは補習塾や家庭教師で補完することが多く、小規模な補習塾

が数多く存在している。A 社も進出当初は現地の状況に合わせて、補習塾という位置づけで

教室展開を目指していた。 

 しかし以前よりミャンマーでは、従来の教育の在り方では、国際社会のなかで生き残って

いけないのではと政府も国民も強く危惧しており、教育改革が社会的に望まれていた。日本

も JICA を通じ同国の教育改革を広く支援し、教科書改訂などとして結実している。A 社の
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教室展開が一気に進んだのは、それまでの補習塾という位置付けから、「論理的思考力の育

成」、「主体的学び」、「国際的に通用する教育」という位置付けに転換して以降である。これ

らは現地社会が教育に対しまさに望んでいた要素であった。同社の教室が提供する価値が

それらの要素と合致し、その点が現地の人々により広く認識されたことが、その後の急成長

を後押しした重要な要因ではないかと考えられる。 

 

５．むすびにかえて 

 われわれは、アジア新興国（ミャンマー、スリランカ、インドネシア）における日系教育

サービス企業の現地調査に着手したものの、新型コロナウイルスによる影響が大きく、追加

の調査が進展していないため、暫定的なものにならざるをえないが、から導き出されるイン

プリケーションの１つは、さまざまなステークホルダーにとって、「なにが良いことである

のか」が異なりうるという点である。それは、国ごとにおいても異なりうるし、時間軸（長

期／短期）で比べても異なりうる。“Doing well by doing good”命題として知られるように、

市民も企業も良いことをすれば、めぐりめぐって社会は良くなっていくという考え方があ

るが、そこで大きな課題となるのは、数多く存在するステークホルダーにとって「良いこと」

が同じになるとは限らないという点である（Karnani, 2007）。 

こうした点については、われわれの今後の研究において着眼すべき点の１つとして提示

し、将来的に探究することとしたい。 

 

*本研究報告の遂行にあたっては、JSPS 科研費 JP20K01894 による助成を受けている。 
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